
（様式１） 

令和  年  月  日 

 

使 用 印 鑑 届  

 

(あて先) 

広島市長 

広島市水道事業管理者 

 

 

 

登記簿上の本店所在地 

（住民票の住所）                

商    号 

代表者職氏名               

 

 

 

私は、使用印鑑欄に押印した印鑑を次の事項すべてについて使用します。 

  １ 入札及び見積に関すること（電子入札システム等利用者ＩＤ及びパスワードの再発行申請を含む。） 

  ２ 契約の締結に関すること 

  ３ 契約代金及び保証金の請求・受領に関すること 

  ４ その他契約の履行に関する一切のこと 

 

        

使用印鑑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （物品等・施設用） 

 

 

※１ 本書に記載されている事項を制限することはできません。 

※２ 申請区分ごとに作成してください。 

※３ 契約権限等を委任している場合は、受任者の使用印鑑を押印してください。 

 



（様式２） 

令和  年  月  日 

 

 誓 約 書（個人用）   

 

(あて先) 

広島市長 

広島市水道事業管理者 

 

 

 

申請者住所 

 

氏   名 

  

営業所所在地                 

 

 

 

広島市競争入札参加資格申請を行うにあたり、私が次に掲げる事項に該当しないことを誓約します。 

 

 

１ 成年被後見人 

２ 被保佐人 

３ 契約の締結に関し同意権付与の審判を受けた被補助人  

４ 営業を行うことについて法定代理人の許可を得ていない未成年者 

５ 破産者で復権を得ないもの 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 申請区分ごとに作成してください。 

※ 「営業所所在地」は住所と営業所所在地が異なる場合にのみ記入してください。 



（様式３） 

令和   年   月   日 

 

申 立 書(広島市税用） 

 

(あて先) 

広島市長 

広島市水道事業管理者 

 

 

 

登記簿上の本店所在地 

（住民票の住所）            

商    号 

代表者職氏名               

 

 

 

私は、広島市競争入札参加資格審査申請を行うにあたり、下記のとおり申し立てます。 

 

記 

 

 １ 広島市内に事業所を有しておりません。 

 ２ 広島市内に固定資産を有しておりません。 

 ３ 広島市内に居住する従業員又は広島市内に居住した従業員に係る市民税の特別徴収義務

者ではありません。 

 ４ その他、広島市に納付すべき確定した徴収金はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （物品等・施設用） 

 

 

 

※１ 本市に納税義務がない方は、広島市税の納税証明書にかえてこの申立書を提出してください。 

※２ 申請区分ごとに作成してください。 



（様式４） 

令和  年  月  日 

 

委 任 状 

 

 (あて先) 

広島市長 

広島市水道事業管理者 

 

 

 

                  登記簿上の本店所在地 

（住民票の住所）                

                商号又は名称 

代表者職氏名               

 

 

私は、競争入札参加資格審査申請を行うにあたり、下記の者を代理人と定め、次の権限のすべてを委任

します。 

  １ 入札及び見積に関すること（電子入札システム等利用者ＩＤ及びパスワードの再発行申請を含む。） 

  ２ 契約の締結に関すること 

  ３ 復代理人選任に関すること 

  ４ 契約代金及び保証金の請求・受領に関すること 

  ５ 共同企業体の結成に関すること 

  ６ その他契約の履行に関する一切のこと 

 

記 

 

代理人 

         所在地（住所） 

         支 店 等 の名 称 

         代理人職・氏名      

 

 

 

 

 

 

 （物品等・施設用） 

 

※１ 代理人を定める場合は、本書を提出してください。 

※２ 本書は資格の区分ごとに必要です。 

※３ 本書に記載されている代理人の権限を制限することはできません。 



 

（様式５）   

令和  年  月  日 

 

申 立 書（本店所在地用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私は、登記簿上の本店所在地（住民票の住所）以外の次の住所を、本店機能を有する営業

所等の所在地として申し立てます。 

 

〈実際の本店所在地〉 

 

                                      

 

〈登記簿上の所在地等と相違する理由（該当するものに○をつけてください。）〉 

１ 個人業者であって、住居と店舗の所在が異なっている。 

２ 建設業法上の許可を受けており、主たる営業所の所在地と、登記簿上の 

所在地（住民票の住所）が異なっている。 

３ 建設業法上の許可は有していないが、他の公的な許認可・登録で届け出 

ている所在地と登記簿上の所在地（住民票の住所）が異なっている。 

４ その他（具体的に記入してください） 

                                       

                                       

                                       

  

 

 

 

 

 

 

 

 

登記簿上の本店所在地 

（住民票の住所） 

商     号 

代表者職・氏名 

 

※ 実際の所在地を証する書類を添付してください。 

  （例：建設業法上の許可証の写し） 

（物品・施設） 


